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国立研究開発法人 国立環境研究所の達成すべき 

業務運営に関する目標 

 

独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の 4の規定に基づ

き、国立研究開発法人国立環境研究所の達成すべき業務運営に関する目標（中

長期目標）を次のとおり定める。 

 

令和３年３月２日 

 

 

第１ 政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

１．国の政策体系上の国立環境研究所の位置付け 

国立研究開発法人国立環境研究所（以下「国環研」という。）は、我が国の環

境科学における中核的研究機関であり、その活動は、国の環境政策への科学的、

技術的基盤を提供するとともに、環境基本法（平成 5 年法律第 91 号）第 30 条

において国が環境の保全に関する科学技術の振興のために講ずべきとされる

「研究開発の推進及び成果の普及、研究者の養成」等について、環境研究・技術

開発の面から、大きく貢献してきた。 

独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号。以下「通則法」という。）によ

り平成 27 年 4 月より国立研究開発法人となった国環研は、前述の役割を踏まえ

つつ、今後も、活動の成果が環境政策への貢献や社会実装を通じ、現在及び将来

の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するため、研究開発等を推進してゆ

く。 

 

２．国立環境研究所の役割（ミッション） 

国環研は、通則法第 2条第 3項に基づき、国立研究開発法人として、我が国に

おける科学技術の水準の向上を通じた国民経済の健全な発展その他の公益に資

するため研究開発の最大限の成果を確保することとされている。 

 また、国環研は、国立研究開発法人国立環境研究所法（平成 11 年法律第 216

号。以下「国環研法」という。）第 3条に基づき、「地球環境保全、公害の防止、

自然環境の保護及び整備その他の環境の保全（良好な環境の創出を含む。以下

「環境の保全」という。）に関する調査及び研究を行うことにより、環境の保全

に関する科学的知見を得、及び環境の保全に関する知識の普及を図ること」を目

的として、国環研法第 11 条に基づく次の業務を行うこととされている。 

① 環境の状況の把握に関する研究、人の活動が環境に及ぼす影響に関する研

究、人の活動による環境の変化が人の健康に及ぼす影響に関する研究、環境
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への負荷を低減するための方策に関する研究その他環境の保全に関する調

査及び研究（国環研法第 11 条第 1項第 1号。以下「環境研究に関する業務」

という。）。 

② 環境の保全に関する国内及び国外の情報の収集、整理及び提供（国環研法

第 11 条第 1項第 2号。以下「環境情報の収集、整理及び提供に関する業務」

という。）。 

③ 気候変動適応法（平成 30 年法律第 50 号。以下「適応法」という。）第 11

条第 1 項に関する業務（国環研法第 11 条第 2 項。以下「気候変動適応に関

する業務」という。）。 

 

３．国の政策・施策・事務事業との関係 

 中長期的に目指すべき社会像の実現に向けて、今後 5 年間で重点的に取り組

むべき環境分野の研究・技術開発の課題等についてとりまとめた「環境研究・環

境技術開発の推進戦略」（令和元年 5月 21 日環境大臣決定。以下「推進戦略」と

いう。）において、国環研は、我が国の環境科学分野において牽引的な役割を担

い続けるとともに、環境政策の決定において有効な科学的知見を提示し、政策の

具体化、実施の場面においても科学的側面からリーダーシップを発揮すること

が期待されている。 

具体的には、環境研究の中核的研究機関として、環境・経済・社会の総合的向

上をも見据えた統合的な研究の先導、社会実装につながる研究開発の推進、外部

機関との連携・協働、研究開発成果のアウトリーチ、国際的な連携の推進に取り

組むべきとされている。 

 

４．国の政策等の背景となる国民生活・社会経済の状況 

現在、世界では途上国を中心に急速な人口増加、温室効果ガスの排出増加が続

き、環境の状況も悪化し、持続可能性が低下している。我が国は、人口減少の局

面を迎え、少子高齢化、働き手不足、財政赤字、経済の停滞・産業の空洞化等社

会的状況は厳しさを増している。また、日本を含む世界各地で多くの異常気象や

気象災害が報告されており、気候変動の影響が指摘されているものもある。気候

変動の影響は、農業・林業・水産業、水環境・水資源、自然災害・沿岸域、自然

生態系、健康、産業・経済活動、国民生活・都市生活と広範な分野で深刻化する

ことが予測されている。 

国連持続可能な開発サミットで持続可能な開発目標（SDGs）が提示され、気候

変動枠組条約締約国会議でパリ協定が採択されたことも踏まえて、第五次環境

基本計画、環境研究・環境技術開発の推進戦略が策定され、地域での SDGs の実

現を目指す地域循環共生圏と第 5 期科学技術基本計画の掲げる Society 5.0 の
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一体的実現を目指すことが求められる。特に、今般の新型コロナウイルスの感染

拡大により、感染拡大が経済・社会・環境に与えた影響を総合的・定量的に把握

し、これらを踏まえ、多様なリスクに対応する持続可能性と強靱性を併せ持つ社

会やライフスタイルのあり方を提示することが喫緊の課題となっている。 

これらの課題に対応するには、従来の取組の延長ではない大胆なイノベーシ

ョンにより、経済社会システムを大きく変革していくことが求められるため、環

境大臣直属の「『選択と集中』実行本部を設置し議論してきたところ、令和２年

８月に公表した報告で、気候危機への対応を見据えたウイズコロナ・ポストコロ

ナ社会において、環境省は「経済社会のリデザイン（再設計）」に向け、脱炭素

社会への移行、循環経済への移行、分散型社会への移行という３つの移行を統合

的に進めることとした。 

また、令和２年 10 月、菅内閣総理大臣は、所信表明演説において、2050 年ま

でに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわちカーボンニュート

ラルを目指すことを宣言した。「グリーン社会の実現」が、「デジタル社会の実現」

と並び、政権の中心課題に位置付けられるとともに、「もはや、温暖化への対応

は経済成長への制約ではなく、積極的に温暖化対策を行うことが、産業構造や経

済社会の変革をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換が必要」であ

ることがうたわれた。また、小泉環境大臣は、同年 11 月の所信表明演説におい

て、環境省として、グリーン社会の実現に積極的に取り組むことを改めて表明し

た。 

 

個別分野については、適応法に基づく気候変動適応に関する業務として、従前

からの緩和策だけでなく、適応策の取組の推進を図るための科学的知見の創出

や情報基盤の充実、取組手法の開発等が期待されている。資源循環関係では、第

四次循環型社会形成推進基本計画の中で、災害廃棄物の再資源化や利活用等を

支える研究・技術開発、災害廃棄物処理体制を構築する地方公共団体等に技術的

知見を提供し、人材育成等の支援を行うことが期待されている。令和元年６月の

G20 首脳宣言として「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が共有され、この実

現に向けて、海洋プラスチックの科学的知見の充実・強化が求められている。ま

た、生物多様性関連では愛知目標に続く次期目標（ポスト愛知目標）について、

化学物質関係では国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ（SAICM）に

続く次期国際枠組みについて、それぞれ令和 2 年以降の取組についての議論が

進められている。 

また、今般の新型コロナウイルスを始め、人獣共通の新興感染症の７割以上が

野生生物由来とされ、今後、野生生物における新興感染症の監視やリスク評価が

重要となってくるものと思われる。野生生物を対象としたサーベイランスにお
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ける国環研への期待・役割はこれまで以上に高まることが考えられる。 

 

国環研においては、こうした環境、経済、社会の状況を踏まえ、環境問題の現

状を把握し、未来の社会の姿を予見するため、観測・計測、現象解明等に関する

研究から、影響の評価、問題の同定・解決・緩和・適応のための具体的方策の提

示及び最先端の環境技術の社会実装まで、環境科学研究分野全体を俯瞰した総

合的な取組を実施する必要がある。 

 

５．過去からの法人の活動状況 

国環研は、昭和 49 年（国立公害研究所として発足。）の設立以来、幅広い環境

研究に学際的、総合的に取り組む研究所として広範な研究を推進し、環境問題の

解決に資する情報の発信や環境政策への科学的知見の提供を通じ、行政や社会

に貢献してきた。時代の経過とともに、公害研究から、地球温暖化、資源循環、

生態系の保全を視野に入れた自然環境保全等の多様な環境問題への対応を、社

会や行政から強く求められる中、国環研の研究体制は、環境研究の柱となる基盤

的研究を行う部門と社会のニーズに対応した課題を取り組むための重点的研究

部門とで構成され、研究が進められてきた。また、平成 23 年 3 月の東日本大震

災の発生直後から、長年にわたり培ってきた環境研究の蓄積をもとに、国や地方

自治体と連携・協働して、原発事故後の環境回復や様々な被災地支援の災害環境

研究に取り組んできた。 

 第 4 期中長期目標期間においては、5つの課題解決型研究プログラムと 3つの

災害環境研究プログラムを設定し、重点的に取り組むべき課題へ統合的に取り

取り組んできた。さらに、平成 30 年 12 月に気候変動適応センターを設立し、適

応法により位置付けられた国環研の新たな業務を実施してきた。また、大型の研

究事業や基盤的調査・研究や基盤整備を着実に行ってきた。それらの成果は、例

えば、農薬取締法改正につながる農薬生態リスク評価や、地方公共団体や地域気

候変動適応センターのニーズに添った技術支援等を実施する等の我が国の環境

政策に大いに貢献するとともに、「アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォ

ーム（AP-PLAT）」の公開、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の報告書へ研

究成果が引用される等、国際的な貢献も大きい。 

また、平成 28 年度に福島支部を、平成 29 年度に琵琶湖分室を開設し地域協

働型の研究も進めており、地域の環境回復・創生にも貢献している。 

 

 今後も、環境に関する様々な課題の解決のため、国環研の特長である、自然科

学から人文社会科学までの環境科学分野全体を俯瞰した広範囲な研究、基礎か

ら政策貢献・社会実装を目指した応用までの総合的研究を推進し、設立以来培っ
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てきた国内外の信頼に基づく密な研究ネットワークを更に発展・充実させるこ

とが重要である。 

 

一方で、将来的な研究活動の持続性の観点から、「局所型」環境汚染から現在

の「地球型」環境問題へと扱う課題は複雑化・多様化し、さらに環境・経済・社

会の統合的解決という学際性がより強く求められ、対応すべき範囲の広がりと

ともに、成果のアウトリーチの充実、環境に関する意識啓発を含めた社会への発

信、政策貢献・社会貢献を通じた社会実装等、社会とより近い接点を持ったとこ

ろでの研究展開も求められており、これに応える体制強化が必要である。 

 

（別添１） 国立研究開発法人国立環境研究所に係る政策体系図等 

 

 

第２ 中長期目標の期間 

通則法第 35 条の 4第 2項第 1号の中長期目標の期間は、令和 3年度から令和

7年度までの 5年間とする。 

 

 

第３ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 通則法第 35条の 4第 2項第 2号の研究開発の成果の最大化その他の業務の質

の向上に関する事項は、次のとおりとする。 

 第 5 期中長期目標期間においては、国環研法第 11 条に基づく国環研の主要な

業務である「環境研究に関する業務」、「環境情報の収集、整理及び提供に関する

業務（研究成果の普及を含む）」及び「気候変動適応に関する業務」を一定の事

業等のまとまりと捉え、目標を設定し、１．（２）及び３．を重要度「高」と設

定して集中して取り組むこととする。 

なお、評価にあたっては、別添 2の評価軸及び評価指標等に基づき、総合的な

判断により、評価・評定を実施するものとする。 

 

１. 環境研究に関する業務 

 

環境研究に関する業務については、第 5 期中長期目標期間においては、以下

の事項に取り組むものとする。 

（１）重点的に取り組むべき課題への統合的な研究の推進 

（２）環境研究の各分野における科学的知見の創出等の推進 

（３）国の計画に基づき中長期目標期間を超えて実施する事業の着実な推進 
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（４）国内外機関との連携及び政策貢献を含む社会実装の推進 

 

また、環境研究に関する業務を実施するために、環境省の政策体系との対応を

踏まえつつ、環境研究の柱となる 6つの分野（①～⑥）と長期的に体系化を目指

す 2 つの分野（⑦、⑧）を設定する。環境研究の基盤として不可欠な環境計測

は、各分野での研究と一体的・分野横断的に推進する。 

なお、分野を超えた連携により取り組むべき課題への対応は、後述する戦略的

研究プログラムで行う。 

 

① 地球システム分野 

 地球表層を構成する大気・海洋・陸域における物理・化学プロセスと生物

地球化学循環の解明、人間活動の影響を受けた地球環境変動とそのリスクの

将来予測、その基礎となる現象や気候変動関連物質の観測とデータ利活用、

これらに必要となる計測技術の開発やモデリング手法の開発等、地球表層シ

ステムの理解と地球環境保全のための調査研究。 

 

② 資源循環分野 

 社会経済活動に伴って利用される物質を資源性・有害性の両面からとらえ、

資源から廃棄物に至るライフサイクル全体を通じた物質のフロー、ストック、

循環の実態把握・影響評価、将来予測環境負荷の低減や資源効率の向上に資

する管理方策の提案等を行うための調査研究。物質の循環的利用、廃棄物の

適正な処理・処分、環境の修復・再生のための技術・システムの開発と発展

途上国等への適合化のための調査研究。 

 

③ 環境リスク・健康分野 

 化学物質等の環境中の有害因子に関し、将来世代を含むヒトの健康及び生

態系への影響の解明、有害因子の同定、影響機序の解明、環境中動態の解明、

曝露経路の解明、試験法・測定法・予測手法の開発、環境リスクの評価及び

管理手法等の人の健康の確保と生態系の保全のための調査研究。 

 

④ 地域環境保全分野 

 都市からアジアまでの多様な空間スケールを対象として、大気・水・土壌

等の環境の構成要素における物質の動態と影響の解明、基礎となる計測・分

析手法の開発、負荷低減や環境修復・再生・保全技術の開発、地域環境の管

理や将来計画のための評価手法開発等、地域環境の総合的な保全や課題解決

のための調査・研究・技術開発。 
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⑤ 生物多様性分野 

 多様な生物とそれを取り巻く環境からなる生態系の構造、機能、これらの

関係の解明、人が生態系から受ける恩恵と人間活動が生物多様性・生態系に

及ぼす影響・リスクの解明・評価等、様々な空間及び時間スケールにおける

生物多様性の保全と持続可能な利用のための調査研究。 

 

⑥ 社会システム分野 

 社会・経済活動と様々な分野の環境問題との関わりを統合的に解明する理

論と数理モデルや社会調査等の手法の開発 、環境と経済の調和した持続可

能な社会のビジョンとその実現のためのシナリオ・ロードマップ、関係者と

の協働を交えた具体的な対策・施策の提案等、持続可能な社会システムへの

転換のための調査研究。 

 

⑦ 災害環境分野 

 福島第一原子力発電所事故を含む東日本大震災等の災害から得た経験知

を踏まえた、被災地での中長期的な環境影響の実態把握・評価、地域との協

働を交えた被災後の環境回復・環境創生のための実践的研究、将来の大規模

災害に備えた強靭で持続可能な地域社会構築のための研究等、災害環境学の

確立を目指した調査研究。 

 

⑧ 気候変動適応分野 

 諸分野における過去から現在に至る観測値の変化等に基づく気候変動の

影響の検出、気候変動の寄与度の推定、気候変動影響予測手法の開発・高度

化、気候・社会経済シナリオに基づく影響予測の実施、適応策の戦略的推進

のための施策の提案等、気候変動の適応推進に係る業務を科学的に支援する

ための調査研究。 

 

 

（１）重点的に取り組むべき課題への統合的な研究の推進 

推進戦略で提示されている重点的に取り組むべき課題に対応するため、8つ

の戦略的研究プログラム（気候変動・大気質、物質フロー革新、包括環境リス

ク、自然共生、脱炭素・持続社会、持続可能地域共創、災害環境、気候変動適

応）を設定し、環境研究の中核機関として、従来の個別分野を超えた連携によ

り、統合的に研究を推進するものとする。 
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○各戦略的研究プログラム 

 

推進戦略で提示されている中長期的に目指すべき社会像の実現に向け、

「統合領域」、「気候変動領域」、「資源循環領域」、「自然共生領域」及び「安

全確保領域」の各領域において、今後 5年間で重点的に取り組むべき研究・

技術開発課題（重点課題）が設定されているところ、これに対して、実行可

能・有効な課題解決に繋がる８つの戦略的研究プログラムを実施する。各研

究プログラムの実施にあたっては SDGsとパリ協定を踏まえた地球規模の持

続可能性と、地域における環境・社会・経済の統合的向上の同時実現を図る

ため、複数の研究分野の連携・協力により統合的・分野横断的なアプローチ

で実施するとともに、国内外の関連機関・研究者・ステークホルダー等との

連携体制のもと取り組むものとする。特に気候危機問題に関しては、複数の

関係プログラムで構成する「気候危機対応研究イニシアティブ」を設定して

連携の下で一体的に推進する。なお、⑧気候変動適応研究プログラムについ

ては、３．気候変動適応に関する業務の中で実施し、評価する。 

また、福島県の環境の回復・創造と将来の災害に備えるための災害環境研

究プログラムについては、福島県三春町の「環境創造センター」に設置した

地方拠点を中心に、福島県及び日本原子力研究開発機構（JAEA）等と連携し

つつ、更に継続・発展させる。 

 

なお、各戦略的研究プログラムにおける具体的な研究課題については、推

進戦略の重点課題を考慮しつつ中長期計画に、課題ごとの達成目標、時期及

びマイルストーンを明記するものとする。 

 

 

① 気候変動・大気質研究プログラム 

推進戦略に基づき、気候・大気質変動に関する現象と要因の解明、統合

的な観測及び監視、モデルによる再現及び予測並びに緩和策の効果検証に

取り組む。 

具体的には、地球観測データの複合利用により、全球規模における温室

効果ガス吸収・排出量の推計システムを構築するとともに、地域・国・都

市規模における人為起源の温室効果ガス及び短寿命気候強制因子の排出

量の評価の方法論を確立し、定量的評価を行って、気候や大気質の変動の

再現や将来予測を高精度に行う。 

これらの取組により、パリ協定の目標達成度を測るグローバル・ストッ

クテイクや温室効果ガス・短寿命気候強制因子の国別排出量の推計及び検
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証等、世界の気候変動に関する政策決定に必要な科学的基盤を提供し、地

球の気候と大気質を安定化させる２℃（1.5℃）目標の実現に貢献する。 

 

② 物質フロー革新研究プログラム 

 推進戦略に基づき、資源の持続的利用に向けたライフサイクル全体を通

じた評価と改善に係る研究に取り組む。 

具体的には、多様な経済主体間の連鎖的な物質利用を経済社会の物質フ

ローとして観察し、資源採掘から再生・廃棄に至る物質のライフサイクル

全体を通じた社会蓄積と環境排出に着目し、地球環境と人類社会の健全化

の実現に向けた物質フローの重要な変革要素を解明し、その対策評価を行

う。 

 これらの取組により、物質フローの転換経路を解明する科学的知見を総

合的に集積し、資源生産性の向上に貢献するとともに、物質ライフサイク

ルに関わる多様な経済主体が物質フローの長期革新戦略を講じる潮流を

社会に築くことを支援する。 

 

③ 包括環境リスク研究プログラム 

推進戦略に基づき、化学物質等の包括的なリスク評価・管理の推進に係

る研究に取り組む。 

具体的には、人間活動に起因する化学物質の大部分を評価・管理するた

め、対象物質を製造・使用されている全懸念化学物質に広げることを目指

すとともに、脆弱な集団や生活史の考慮、包括的計測・数理モデル群の高

度化等により、これまで定量化が困難であった影響・リスクの評価を行う。 

これらの取組により、包括的な健康リスク指標及び生態リスク指標の構

築に貢献するとともに、リスク評価に関する事業等を通じて環境省等が実

施する化学物質等の汚染要因の管理方策の策定・改正に貢献する。 

 

④ 自然共生研究プログラム 

推進戦略に基づき、生物多様性の保全に資する対策及び生態系サービス

の持続的な利用に関する研究・技術開発に取り組む。 

具体的には、自然共生社会構築に不可欠な、生物多様性の保全とその持

続的利用に関する研究を行う。 

これらの取組により、生物多様性の主流化及び行動変容等の社会変革を

うながし、生物多様性の保全と利用の相乗効果による自然資本の向上を目

指す。生物多様性条約のポスト 2020 年目標及び次期生物多様性国家戦略

への貢献とともに、利用に関して地域資源の持続的利用の観点で地域循環
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共生圏への貢献を行う。 

 

⑤ 脱炭素・持続社会研究プログラム 

推進戦略に基づき、持続可能な社会の実現に向けたビジョン・理念の提

示、ビジョン・理念の実現に向けた研究、気候変動の緩和策に係る研究に

取り組む。 

具体的には、世界からアジアを中心とした国レベルを対象に、脱炭素で

持続可能な社会を実現する中長期的なロードマップの開発を行う。 

これらの取組により、脱炭素で持続可能な社会を実現するための長期的

な要件を地球規模で明らかにするとともに、それを実現するためにアジア

を中心とした国レベルで必要となる取り組みや制度を、現状の多様な発展

段階や世代間衡平性も踏まえて定量的、叙述的に明らかにし、脱炭素で持

続可能な社会の実現に向けた取り組みの支援に貢献する。 

 

⑥ 持続可能地域共創研究プログラム 

推進戦略に基づき、持続可能な社会の実現にむけて、地域の評価手法・

評価指標、シナリオづくり、価値観やライフスタイルの変革に関する研究

に取り組む。 

具体的には、持続可能な社会を実現する実施主体としての地方自治体、

地域住民等地域のステークホルダーと協働して、地域課題を特定し、人文、

社会、自然科学的知見に基づき、共創的で持続可能な地域社会実現のため

の方策の構築と、その実施に向けた支援のあり方の検討を行う。 

これらの取組により、国内の地域社会を対象として、自治体等ステーク

ホルダーと協働し、持続可能な地域社会実現のための課題解決の方策を科

学的知見に基づき共創的に構築し、地域社会において実現可能な制度とし

て定着することを目指した支援のあり方を明らかにする。その結果として

地域における持続可能社会実現を促進させることを目指す。 

 

⑦ 災害環境研究プログラム 

推進戦略に基づき、災害・事故に伴う環境問題への対応に貢献する研究・

技術開発に取り組む。 

具体的には、これまでの取組による成果に基づき、地域ステークホルダ

ーとの協働の下、福島県内における地域環境の再生・管理と地域資源を活

かした環境創生に資する地域協働型研究を推進する。また、東日本大震災

をはじめとする過去の災害から得られた経験と知見の集積・活用・体系化

により、国内における大規模災害時における廃棄物処理システムの強靭化
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と化学物質リスク管理に係る非常時対応システムの構築に取り組む。  

これらの取組を通じて、福島県内の避難指示解除区域等における社会的

ニーズに応じた持続可能な地域環境構築を支援するとともに、その成果も

活用しつつ、国内の広域・巨大災害に備えた地域社会が有する災害環境レ

ジリエンスの向上に貢献する。 

 

⑧ 気候変動適応研究プログラム 

推進戦略に基づき、気候変動への適応に係る研究・技術開発に取り組む。 

具体的には、生態系、大気水環境、熱中症等の健康分野をはじめとする

様々な分野・項目を対象として、気候変動による影響の検出・予測，適応

策実施による影響低減効果の評価，及びそれらの知見に基づく適応策の策

定・実施に必要な手法開発や政策研究等を行う。 

これらの取組により、政府による気候変動影響評価及び気候変動適応計

画の更新や適応政策の推進、並びに地方公共団体や民間事業者等による適

応策の策定・実践に必要な科学的知見を提供するとともに、関連する研究

分野の融合を図り、気候変動適応に関する研究拠点として国内外の適応の

取組に貢献する（本プログラムは３．気候変動適応に関する業務の中で実

施し、評価する）。 

 

 

（２）環境研究の各分野における科学的知見の創出等の推進 

環境問題の解決に資する源泉となるべき環境研究の基礎・基盤的取組につい

て、環境省の政策体系との対応を踏まえて 8 つの研究分野（地球システム分

野、資源循環分野、環境リスク・健康分野、地域環境保全分野、生物多様性分

野、社会環境システム分野、災害環境分野及び気候変動適応分野）を前述のと

おり設定したが、これらの分野の研究は、推進戦略の重点課題を考慮しつつ以

下の(ア)～(ウ)の方針に基づき着実に実施することとする。また、環境計測、

観測手法の高度化等の先端的な計測研究は各分野での研究と一体的に推進し、

環境計測の精度管理等に関する共通・基盤的な計測業務は分野横断的に推進す

るものとする。  

  なお、気候変動適応分野については、３．気候変動適応に関する業務の中で

実施し、評価する。 

 

【重要度：高】 

環境研究の各分野における基礎的調査・研究及び基盤整備等の取組は、推進

戦略に提示されている各領域における重点課題に対応し、我が国の環境政策の
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意思決定の科学的根拠となるものであるため。 

 

 

（ア）先見的・先端的な基礎研究 

今後起こりうる環境問題に対応するための先見的・先端的な学術基礎研究

と、研究所の研究能力の維持向上を図るための創発的・独創的な萌芽的研究

を推進する。その際、推進戦略の重点課題である「環境問題の解決に資する

新たな技術シーズの発掘・活用」がなされるよう配慮する。 

 

（イ） 政策対応研究 

随時生じる環境政策上の必要性の高い課題に対応する政策対応研究を着

実に推進するとともに、研究成果に基づき、組織的に国内外の機関と連携し

ながら、支援業務・普及啓発等を行い、政策貢献及び社会実装を図る事業的

取組を推進する。 

 

（ウ） 知的研究基盤整備 

国環研の強みを生かした組織的・長期的な取組が必要である地球環境の戦

略的モニタリング、環境に関わる各種データの取得及びデータベース構築、

環境試料・生物の保存・提供、レファレンスラボ業務等の知的研究基盤の整

備を推進する。 

 

本中長期目標期間の中で達成すべき主な目標については以下のとおり。なお、

各分野における具体的な調査研究については、中長期計画に達成目標、時期及

びマイルストーンを可能な限り明記するものとする。 

 

 

① 地球システム分野 

気候変動の現状把握と将来予測に不可欠な地球表層における物理・化学

プロセスと生物地球化学循環の解明に取り組み、得られた最新のデータと

知見を世界の政策決定者へ科学的基盤として提供する。 

気候安定化を含む複数の持続可能な開発目標を達成する社会の実現を目

指し、人間活動の影響を受けた気候および地球環境変動の影響評価、リス

クの将来予測等を可能にする研究開発を行う。 

温室効果ガスや短寿命気候強制因子汚染物質を中心にした地球環境の戦

略的モニタリング、及び海洋や高山帯への温暖化影響のモニタリングを実
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施し、これらの観測データをはじめとする地球環境変動に関わるデータを

整備するとともに、適切なポリシーの下でのデータ利活用を推進する。 

 

② 資源循環分野 

プラスチック資源循環戦略や POPs に係る国際条約等に貢献するため、新

たな分析・計測評価手法等を確立し、資源循環・廃棄物処理過程等での挙

動の明確化と影響評価に関する知見を提供する。 

資源循環技術を中核とした地域循環共生圏の形成に貢献するため、地域

特性に応じたバイオマス等の様々な循環資源を有効活用するための要素技

術やグリーンインフラ技術、およびシステム評価手法を開発する。 

わが国における環境インフラ海外展開基本戦略の推進に資するために、

アジア途上国等における地域レベルでの社会受容性の高い資源循環の技術

の開発や制度・施策の設計を行うとともに、研究成果の社会実装に向けた

国際標準化を支援する。 

 

③ 環境リスク・健康分野 

有害大気汚染物質や化学物質等の環境への排出、輸送、曝露から人およ

び生態系への多様な影響の統合的理解を可能とするとともにリスク管理の

基礎となる影響機構と因果関係、試験法、予測手法などの科学的知見を提

供し、UNEP 等の国際機関や水俣条約、POPs 条約等の国際的な枠組みにおけ

る化学物質管理や環境保健施策に貢献する。 

環境基本法、大気汚染防止法、化審法はじめ国内制度下での科学的リス

ク評価の支援や OECD 等の国際的試験法への支援を通じて、有害大気汚染物

質、化学物質管理施策に資するレギュラトリーサイエンスの確立に貢献す

る。 

 

④ 地域環境保全分野 

PM2.5 やオゾンなど大気汚染物質の環境基準達成のため、大気モデルの

改良、排出インベントリの精緻化、大気化学反応の理解、大気観測による

動態把握を推進し、大気質改善のための知見を提供する。 

湖沼・河川・内湾の良好な環境を再生・創出するため、底層の貧酸素化

の理解、生態系機能評価、モデル等を駆使した水質・生態系の変動と要因

解析、全層循環不全等の解析を行い、水環境政策に貢献する。 

国内外の排水に起因する水質汚染や衛生リスクの評価手法や管理手法と

しての排水処理技術の開発と、性能評価を通じて、地域特性に応じた水質
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管理目標の設定や、実装に適した水質管理技術に関する知見を提供し、水

質保全に貢献する。 

 

⑤ 生物多様性分野 

所内外との連携を促進して、生物分布をはじめとする生物多様性に関わ

る情報の集積を行って生物多様性の評価を行い、国内外の動向を踏まえ

て、生物多様性の保全や持続的利用に関する目標の策定や目標の達成度の

把握に貢献する。 

生物資源の収集・保存とゲノム情報解析を行い、絶滅危惧種の域外保全

とともに生物資源の持続的利用を推進し、生物多様性の保全と持続的利用

に貢献する。 

 

⑥ 社会システム分野 

地球規模及び地域規模での持続可能な人間社会システム構築に貢献する

ため、現状把握及び将来推計に必要な人口、エネルギー、土地利用等のデ

ータを整備し、持続可能性の観点からの評価手法、政策分析ツール、技術

イノベーションのビジョン等を提示する。 

日本やアジアの国や地方における気候安定化目標に向けたロードマップ

を開発するために、AIM モデルの改良や対策技術の収集を行い、これらの

ツールやデータを用いた定量的な分析とアジア各国での人材育成に貢献す

る。 

 

⑦ 災害環境分野 

福島県内の避難指示解除区域を中心とした被災地の環境回復を支えるた

め、資源循環・廃棄物処理過程における放射性物質のフロー・ストック評

価や、放射性セシウムの環境動態や生物相のモニタリングを行い、得られ

た成果の情報提供を通じて、生活圏における環境リスクの軽減に貢献す

る。 

福島第一原子力発電所事故後初期の多媒体環境における放射性物質動態

の詳細把握や環境指標生物の遺伝分析、被災地域における環境モニタリン

グ、データの解析等による原子力災害時の緊急環境調査方法の検討、地域

の災害廃棄物処理方針策定に向けた技術課題の検討などを実施することで

将来の災害に対する環境面からのレジリエンスの強化に貢献する。 

 

⑧ 気候変動適応分野 
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多様な適応分野におけるリスクを把握するため、観測手法の開発や調査

研究、リスク評価モデル開発を行うとともに、適応策評価・現状把握を行

う。また分野を超えた複合的影響と適応の関係等の観点も含め、将来の新

たな適応の在り方について体系化を進める。 

各種モニタリング、地域センターその他国内外の研究機関との連携・共

同研究に積極的に取り組み、気候変動適応の促進を図るためのデータベー

スを開発する。 

以上を、適応法第 11 条に基づく業務と一体的に行い、適応策の社会実装

に貢献する。 

 

 

・基盤計測業務（各分野共通） 

環境測定の精度管理に関する社会的要請に応えるため、環境標準物質を

新規に複数種開発するとともに、既存を含めた環境標準物質に対する新た

な情報付けを推進する。 

 

 

（３）国の計画に基づき中長期目標期間を超えて実施する事業の着実な推進 

国環研の研究と密接な関係を有し、組織的・継続的に実施することが必要・

有効な業務のうち、特に、国の計画に沿って中核的な役割を担うこととされて

いる、衛星観測に関する事業及び子どもの健康と環境に関する全国調査（エコ

チル調査）に関する事業については着実に推進する。 

 

①衛星観測に関する事業 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号）及び

「宇宙基本計画」（令和 2年 6月 30 日閣議決定）に基づき、GOSAT シリーズ

による温室効果ガス等のモニタリングを実施する。令和 5年度打ち上げ予定

である３号機については、パリ協定の実施に資する観測データを国際社会に

提供すべく、そのデータ処理システムの開発と運用に取り組む。 

 

②子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）に関する事業 

「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）基本計画」（平

成 22 年 3 月 30 日環境省）や「研究計画書」（平成 22 年 8 月 10 日国環研）

等に基づき、平成 22 年度に開始された全国 10 万組の親子を対象とした出生

コホート調査について、全数を対象とした質問票調査及び対面式で行う学童

期検査並びに約 5000 名を対象とした医学的検査や精神神経発達検査を行う
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詳細調査等を着実に実施する。 

 

 

（４）国内外機関との連携及び政策貢献を含む社会実装の推進 

推進戦略において、国環研は、国立研究開発法人として環境省や関係省庁と

の連携強化と社会への貢献、研究・技術開発の充実に向けた大学・他の国立研

究開発法人・地域の環境研究拠点との連携強化、更には地球規模での課題への

貢献に向けた国際的な連携の推進に取り組むことが求められている。 

国環研は、国内外の大学、他の研究機関、民間企業等様々な主体との連携を

通して研究開発成果の国全体での最大化を図るとともに、第５期科学技術基本

計画（平成 28 年１月 22 日閣議決定）や統合イノベーション戦略 2020（令和

2 年 7 月 17 日閣議決定）を踏まえ、研究開発成果の社会実装・社会貢献を推

進するため、連携支援機能の強化を行う。 

 

 

①中核的研究機関としての連携の組織的推進 

 研究から成果活用、社会実装までの一体的な実施に向け、RA（リサーチア

ドミニストレーター）を含む連携推進機能の組織化を行い、対外的な連携・

ネットワークの形成・維持・強化に取り組む。 

 

②国内外機関及び関係主体との連携・協働 

SDGs の達成や災害復興等の地域における課題解決に貢献するため、国環

研の地方拠点等を活用しながら、多様な関係主体との協働を推進するととも

に、関係主体及び市民との対話型コミュニケーションを推進する。また、国

際標準的な試験評価手法の確立等に向けた国際機関の活動に積極的に参画

し、研究所の能力を活かした貢献を果たす。 

 

③成果の社会実装 

・個別の研究成果については、誌上発表及び口頭発表を推進するとともに、

学会における委員会への参画や研究会・シンポジウム等の開催を積極的

に行う。 

・関係審議会等への参画をはじめ、環境政策の決定や現場の課題解決に必

要となる科学的な事項の検討に参加する。 

・データベースや保存試料等の外部研究機関への提供に努める。 

・知的財産については、財務の効率化及び権利化後の実施の可能性を重視

して、研究所が保有する特許権等を精選し活用を図る。 
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・科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律

第 63 号。）第 34 条の 6 第 1 項の規定による出資等の活用も図りつつ、

民間の知見等を生かした研究開発成果の普及・活用を推進する。 

 

これらの取組により、国内外の研究機関や行政機関、関連ステークホルダー

との連携を促進し、研究の成果の最大化とともにリソースの確保を図る。 

 

 

２．環境情報の収集、整理及び提供等に関する業務 

 

 環境情報の収集、整理及び提供に加え、研究成果の普及についても一体として

取り組むことで情報発信の強化に取り組む。 

 

①環境情報の収集、整理及び提供 

国民の環境問題や環境保全に対する理解を深め、国、地方公共団体、企業、

国民等の環境保全の取組への参画等を促進するため、様々な環境の状況等に関

する情報や環境研究・技術等に関する基盤的な情報について収集・整理し、そ

れらを、環境情報を発信する総合的なウェブサイトである「環境展望台」にお

いてわかりやすく提供する。 

 

・環境情報の理解を促進できるようにするため、他機関が保有する情報を含め、

利用者が幅広い環境情報（１次情報）に容易に辿り着ける形式とした環境情

報に関するメタデータについて、さらなる情報の充実を図る。また、スマー

トフォン対応を進め、利用者が求める環境情報を容易に入手できるよう情報

提供の環境を整備する。 

・国内各地の環境の状況に関する情報や大気汚染の予測情報等を地理情報シ

ステム（GIS）等の情報技術を活用しながら、利用者のニーズに応じて活用

しやすい形で、ストーリーの要素も取り入れつつ、分かりやすく提供する。

また、市民からの環境情報の提供等双方向の環境情報の収集・提供を進める

ことも検討する。 

・収集・整理した環境情報が活用され、環境に関する研究・技術開発が促進さ

れるよう、各種環境データのオープンデータ化に取り組む。 

・情報の訴求力を向上させるため、解説記事等において、分かりやすい図表、

写真等を活用する。 

 

②研究成果の普及 
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国環研で実施した環境研究の成果について、幅広い層の国民の理解を増進し、

社会との相互信頼関係の向上を図るため、以下の取組を通じて積極的な研究成

果の普及を行う。 

・研究活動や研究成果に関する情報を、プレスリリース、ホームページ、刊行

物、SNS 等様々な媒体を組み合わせたクロスメディアの手法も用いて積極的

に発信する。情報を発信する際には、国民の各層へのアプローチと幅広い理

解の増進を図るため、最新の情報発信ツールの特性を踏まえ、平易な用語や

写真・動画等を用いて、国民にわかりやすい形で発信するよう努める。 

・研究所の最新の動向を正確かつ迅速に発信するとともに、利用者が必要とす

る情報に効率的にアクセスできるよう、スマートフォンページの改善等ホー

ムページの機能強化に努める。 

・オープンサイエンスを推進するため、機関リポジトリ等を活用し、研究成果

を蓄積し、利用しやすい形で提供するとともに、研究データのオープン化を

促進する。 

・研究成果を発表するシンポジウムや施設の一般公開等のイベントにおいて、

インパクトのある研究成果を直接国民に発信する。また、視察や見学、感染

症等の影響にかかわらず実施可能なオンラインでの発信を通じて国環研及

び研究活動への理解を深めることに努める。さらに各種イベントや講演会、

研究者の講師派遣等のアウトリーチ活動を積極的に実施し、国民への環境研

究等の成果の普及・還元に努める。これらの取組において双方向的な対話の

機会を設けることにより、社会の声を研究活動にフィードバックするととも

に、社会との相互信頼関係の向上にも努める。 

 

 

３．気候変動適応に関する業務 

適応法に基づいて、国を始め地方公共団体、事業者、個人の適応推進のための

技術的援助及び気候変動適応研究に総合的に取り組む。国の気候変動適応推進

会議による関係行政機関相互の緊密な連携協力体制の下、具体的には①及び②

に掲げる活動を行う。 

 

① 気候変動適応推進に関する技術的援助 

適応法第 11 条に基づき気候変動影響及び適応に関する情報の収集、整理、分

析、提供及び各種技術的援助を行う。そのため気候変動、農業・林業・水産業、

水環境・水資源、自然災害・沿岸域、自然生態系、健康、産業・経済活動、国民

生活・都市生活（以下「気候変動と影響七分野」）等に関する調査研究又は技術

開発を行う研究機関や地域気候変動適応センター（以下「地域センター」という）
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等と連携して、気候変動影響及び気候変動適応に関する内外の情報を収集し、②

に掲げる調査研究の成果とともに、気候変動の影響・脆弱性・適応策の効果並び

に戦略等の整理を行う。行政機関情報や社会情勢さらに国民一人一人が取得す

る気候変動影響情報の有用性にも着目して、上記の科学的情報と合わせて統合

的に気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）を通じて情報提供する。提供

に当たり幅広い関係主体のニーズと現状の科学的知見とのギャップを把握しな

がら、提供情報の質の向上や更新に努める。また一般にもわかりやすい情報の発

信を行う。 

都道府県及び市町村並びに地域センターに積極的な働きかけを行い、各地方

公共団体による地域気候変動適応計画の策定及び適応策推進に係る技術的助言

その他の技術的援助、地域センターに対する技術的助言・援助、並びに気候変動

適応広域協議会からの求めに応じた資料や解説の提供、また意見の表明等を行

う。これらを通じて、気候変動適応に関する情報及び調査研究・技術開発の成果

の活用を図りつつ適応策の推進に貢献する。 

加えて、主にアジア太平洋地域の途上国に対する気候変動影響及び適応に関

する情報を提供するために構築したアジア太平洋気候変動適応情報プラットフ

ォーム（AP-PLAT）を活用し、情報を発信及び適応策推進を支援し適応に関する

国際的連携・国際協力に努める。 

 

② 気候変動適応に関する調査研究・技術開発業務 

気候変動適応計画の立案や適応策の実装を科学的に援助するために、１（１）

⑧に掲げる気候変動適応研究プログラム及び１（２）⑧に掲げるところにより、

気候変動と影響七分野等に関わる気候変動影響・適応に対する調査研究及び技

術開発を行う。また、熱中症については喫緊の課題であることから、気候指標等

を含む影響予測手法等の開発を行う。 

 

以上①及び②に掲げる取組を通じて、適応法及び同法の規定により策定され

る気候変動適応計画に基づく気候変動適応に関する施策の総合的かつ計画的な

推進に貢献する。 

 

【重要度：高】【困難度：高】 

 喫緊の課題として法制化された気候変動適応に関する取組であり重要度は高

い。また、気候変動適応は、幅広い事象を対象とし、気候変動の不確実性や、そ

の地域差、適応策実装可能性等の様々な条件を考慮しながら段階的に展開して

いく必要があるため困難度が高い。 
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第４ 業務運営の効率化に関する事項 

通則法第 35条の 4第 2項第 3号の業務運営の効率化に関する事項は次のとお

りとする。 

 

１．業務改善の取組に関する事項 

 

（１）経費の合理化・効率化 

国環研の環境研究の取組の強化への要請に応えつつ、業務の効率化を進め、

運営費交付金に係る人件費を除く業務費（特殊要因を除く。）のうち、毎年度

業務経費については 1％以上、一般管理費については 3％以上の削減を目指す。

なお、一般管理費については、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行っ

た上で、適切な見直しを行うものとする。 

 

（２）人件費管理の適正化 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、厳しく検証を行

った上で、給与の適正化に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状

況を公表する。 

また、総人件費について、政府の方針を踏まえ、必要な措置を講じる。 

 

（３）調達等の合理化 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年 5

月 25 日総務大臣決定）を踏まえ、国環研が毎年度策定する「調達等合理化計

画」に基づく取組を着実に実施する。原則として調達は、一般競争入札による

ものとしつつ、研究開発業務の特殊性を考慮した随意契約を併せた合理的な方

式による契約手続きを行う等、公正性・透明性を確保しつつ契約の合理化を推

進するとともに、内部監査や契約監視委員会等により取組内容の点検・見直し

を行う。 

また、更なる合理化を図るため、調達手続き等の電子化を進める。 

 

 

２．業務の電子化に関する事項 

 「国の行政の業務改革に関する取組方針」（平成 28 年 8 月 2 日総務大臣決定）

や「政府情報システムにおけるクラウドサービスの利用に係る基本方針」（平成

30 年 6 月 7 日、各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）等を踏まえ、情

報技術等を活用した業務の効率化のため以下の取組を行う。 
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（１）国環研の「基幹情報システム」について、適切な管理・運用を行うととも

に、見直しが必要な場合には横断的な連携による情報の利活用を推進しつ

つ、クラウド利用を含めた検討を行う。 

（２）業務の効率化に資するため、研究関連情報データベースや情報共有ツール

について、必要な見直しを行いつつ、適切に運用する。 

（３）デジタル技術を活用した電子決裁やペーパーレス会議、Web 会議を推進し、

業務の効率化をはじめ、経費の節減、テレワークによる働き方改革及び感

染症影響下等においての業務継続に資する環境を提供する。 

 

 

第５ 財務内容の改善に関する事項 

通則法第 35条の 4第 2項第 4号の財務内容の改善に関する事項は次のとおり

とする。 

第 4 の１「業務改善の取組に関する事項」で定めた事項に配慮した中長期計

画の予算を作成し、当該予算による運営を行う。 

なお、独立行政法人会計基準の改訂（平成 12 年 2 月 16 日独立行政法人会計

基準研究会策定、平成 27 年 1 月 27 日改訂）等により、運営費交付金の会計処

理として、業務達成基準による収益化が原則とされていることを踏まえ、収益化

単位の業務ごとに予算と実績を適切に管理するとともに、一定の事業等のまと

まりごとに設定しているセグメント情報を引き続き開示する。 

 

 

（１）バランスのとれた収入の確保 

健全な財務運営と業務の充実の両立を可能とするよう、交付金の効率的・効

果的な使用に努めるとともに、第３の１．（４）や第３の２．の成果を活用し

つつ、競争的な外部研究資金、受託収入、寄附金等運営費交付金以外の収入に

ついても引き続き質も考慮したバランスの取れた確保に一層努める。競争的な

外部資金の獲得については、環境研究に関する競争的外部資金の動向を踏まえ

つつ、国環研のミッションに照らして、申請内容や当該資金の妥当性について

審査・確認する。 

 

（２）保有財産の処分等 

研究施設の現状や利用状況を把握し、施設の利用度のほか、本来業務に支障

のない範囲での有効利用性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に

沿って、保有資産の保有の必要性について、継続的に自主的な見直しを行う。 
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第６ その他の業務運営に関する重要事項 

通則法第 35 条の 4第 2項第 5号のその他業務運営に関する重要事項は、次の

とおりとする。 

 

１．内部統制の推進 

 

（１）内部統制に係る体制の整備 

理事長のリーダーシップの下、幹部クラスで構成する会議をはじめ階層的な

所内会議を定期的に開催し、中長期的視点を含めた組織運営のあり方や課題へ

の対応方策について検討するとともに、研究所のミッションの浸透、モチベー

ション・使命感の向上を図る。 

「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備について」（平

成 26 年 11 月 28 日総管査第 322 号。総務省行政管理局長通知）に基づき、業

務方法書に記載した事項の運用を確実に行うとともに、「国立研究開発法人国

立環境研究所における業務の適正を確保するための基本規程」（平成 27 年 4 月

1 日、平 27 規程第 1 号）及び関連規程に基づき、業務の効率化との両立に配

慮しつつ、内部統制委員会の設置、モニタリング体制等内部統制システムの整

備・運用を推進する。また、全職員を対象に内部統制に関する研修を実施する

等、職員の教育及び意識向上を積極的に進める。 

 

（２）コンプライアンスの推進 

「国立研究開発法人国立環境研究所コンプライアンス基本方針」（平成 22 年

9 月 8 日 国環研決定）に基づく取組を推進し、コンプライアンスの徹底を図

る。特に、コンプライアンス委員会の体制強化、取組状況のフォローアップを

着実に行い、業務全般の一層の適正な執行を確保する。 

研究不正・研究費不正使用については、「国立研究開発法人国立環境研究所

における研究上の不正行為の防止等に関する規程」（平成 18 年 9 月 11 日 平

18 規程第 22 号）及び「国立研究開発法人国立環境研究所における会計業務に

係る不正防止に関する規程」（平成 19 年 9 月 12 日平 19 規程第 17 号）等に基

づき、管理責任の明確化、教育研修等事前に防止する取組を推進するとともに、

万一不正行為が認定された場合は厳正な対応を図る。 

 

（３）ＰＤＣＡサイクルの徹底 

業務の実施に当たっては、組織横断的な研究プログラムを含め、年度計画に
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基づき各階層における進行管理や評価、フォローアップ等を適切に実施し、

PDCA サイクルを徹底するものとする。研究業務については、妥当性を精査し

つつ毎年度研究計画を作成するとともに、外部の専門家・有識者を活用する等

して適切な評価体制を構築し、評価結果をその後の研究計画にフィードバック

する。 

 

（４）リスク対応のための体制整備 

業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして、識別、分析及び評価し、

リスク管理委員会での議論等を踏まえ体制等を整備する。 

 

 

２．人事の最適化 

 

（１）優れた人材の確保 

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律第 15 条等を踏まえ、

クロスアポイントメント制度や年俸制を積極的に活用し、国立研究開発法人及

び大学等との連携強化や RA も含めた優れた人材の確保に努め、研究の活性化

を促進する。 

 

（２）若手研究者等の能力の活用 

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律第 24 条に基づく「人

材活用等に関する方針」（平成 23 年 2 月 3 日国環研決定）等に基づき、若手研

究者、女性研究者、外国人研究者及び障害をもつ研究者の能力活用のための取

組を一層推進する。 

また、人的資源の最適配置を行うほか、優れた研究者の登用、既存の人材の

活性化・有効活用により人事管理を行い、人材の効率的活用を図る。 

さらに各研究部門において、専門的、技術的能力を維持・承継できる体制を

保持する。 

 

（３）管理部門の能力向上 

「事務系職員採用・育成に関する基本方針」（平成 31 年 4 月 1 日国環研決

定）に基づき、主体性、協調性及び専門性を備えた人材を育成するために、長

期的な研修体系や支援態勢を整備し、能力及び士気の向上を図る。 

また、個人の資質、能力及び適性を考慮した配置を行い、多様な業務経験を

通じて研究者の研究活動を支援するとともに、組織の適正な運営に努める。 

さらに、深刻化する施設の老朽化等に対応するため、施設整備、施設保守・
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管理を担当する技術系職員を確保し体制の整備を図る。 

 

（４）適切な職務業績評価の実施 

職務業績評価については、本人の職務能力の向上や発揮に資するよう、また、

国環研の的確な業務遂行に資するよう適宜評価方法の見直しを行う。 

また、必ずしも学術論文の形になりにくい事業、環境政策対応等の研究活動

の実績を適切に評価する。 

 

 

３．情報セキュリティ対策等の推進 

 

「サイバーセキュリティ戦略」（平成 30 年 7 月 27 日閣議決定）を踏まえ、以

下の取組を行う。 

 

（１）情報セキュリティ対策の推進 

複雑化・巧妙化しているサイバー攻撃に対して、情報システムにおけるゼロ

トラストの適用に取り組む。従来からの通信ログ監視を継続しつつ、出張や自

宅就業等の所外からの利用等、多様な利用形態に対応するセキュリティ対策と

して、クラウドを活用した監視やエンドポイントセキュリティの強化により、

所内外を問わず被害の未然防止及び拡大防止に取り組む。また教育や訓練の徹

底による所員の情報リテラシー向上を継続的に図るとともに、IT 資産管理の

徹底を図る。さらに、震災等の非常時対策を確実に行うことにより、業務の安

全性、継続性を確保する。 

 

（２）個人情報等の管理体制の整備 

個人番号及び特定個人情報含む保有個人情報等については、関係規程等に基

づき、関係職員の指定や組織体制の整備等を行うことにより、安全で適切な管

理を確保する。 

 

 

４．施設・設備の整備及び管理運用 

 

良好な研究環境を維持・向上するため、施設及び設備の老朽化対策をはじめ、

業務の実施に必要な施設及び設備の計画的な整備・改修・保守管理に努める。 

 また、研究体制の規模や研究内容に見合った研究施設のスペースの再配分を

見直す等の他、平成30年度に策定したつくば本構キャンパスマスタープランの、
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全体に効率的・効果的な運営を図るという理念を元に、外部施設の利用可能性も

考慮しつつ、整備のあり方について検討を進め、研究施設の効率的な利用の一層

の推進を図る。 

 

 

５．安全衛生管理の充実 

 

勤務する者の安全と心身の健康の保持増進を確保するとともに、快適な職場

環境の形成を促進するため、以下の取組を行う。 

 

（１）定期健康診断の他特殊な業務に応じた各種健康診断を確実に実施すると

ともに、保健指導、カウンセリングを随時行う。また、メンタルヘルスセミ

ナーやストレスチェックの実施等メンタルヘルス対策等を推進し、職員の

健康を確保する。 

 

（２）人為的な事故を未然に防止し、災害等が発生した場合にも継続的に研究業

務等に取り組むことができるよう、放射線や有機溶剤等に係る作業環境測

定等職場における危険防止・健康障害防止措置の徹底、救急救命講習会や労

働安全衛生セミナーの開催、地震・火災総合訓練等各種安全・衛生教育訓練

の推進等危機管理体制の一層の充実を図る。 

 

 

６．業務における環境配慮等 

 

我が国における環境研究の中核的機関として、「環境配慮に関する基本方針」

（平成 19 年 4 月 1 日国環研決定）や「国及び独立行政法人等における温室効果

ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する基本方針」（平成 31 年 2 月 8

日変更閣議決定）等に基づき、省エネルギー、省資源、廃棄物の削減及び適正処

理、化学物質の適正管理に努める等自主的な環境管理に積極的に取り組み、自ら

の業務における環境配慮についてより一層の徹底を図る。 

また、業務における環境配慮の成果を毎年度取りまとめ、環境報告書として公

表する。 

 

 

別添１：国立研究開発法人国立環境研究所に係る政策体系図等 

別添２：国立研究開発法人国立環境研究所に係る評価軸及び評価指標等 


